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決算審査意見書の提出について 

 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和７年度珠洲市 

公営企業会計決算並びに証書類、事業報告書及び政令に定めるその他の書類について

審査をしたので、別紙のとおり意見を提出します。 
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令和７年度珠洲市公営企業会計決算審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

令和７年度珠洲市病院事業会計決算及び附属書類 

令和７年度珠洲市水道事業会計決算及び附属書類 

令和７年度珠洲市下水道事業会計決算及び附属書類 

 

第２ 審査の期間 

令和８年７月２１日から令和８年８月４日まで 

 

第３ 審査の方法 

審査は、各会計の決算書及び附属書類が、関係法令に準拠して作成されている

か、企業の経営成績及び財政状況を適正に表示しているかを検証し、年度の比較

によって事業の推移を把握しながら、経営内容の分析を行った。 

また、決算書類及び関係諸帳簿等の係数の照合並びに関係職員からの説明を 

聴取して実施した。 

 

第４ 審査の結果 

各会計の決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成され

ており、その計数は正確で、経営成績及び財政状況は、概ね適正であるものと 

認められた。 

なお、事業の経営状況及び審査の意見は、次に述べるとおりである（年度は 

事業年度をいう）。 
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病 院 事 業 会 計 
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７ むすび               

（１）業務実績について 

令和７年度は、令和６年能登半島地震の影響により入院及び外来の受け入れ制限を余儀なくされた

昨年度と比較すると、入院患者数は延べ 25,348 人（1 日平均 69.4 人）で令和６年度に比べ、2,869 人

増と 12.8 パーセント増加している。外来患者数は延べ 85,244 人（1 日平均 352.2 人、診療所分は除

く）で、前年度比 9,382 人増と 12.4 パーセント増加している。また、病床利用率は病床数を削減した

こともあって 60.3％となっており、前年度と比較して 19.5 ポイント増加している。 

へき地医療では、大谷診療所は月 2 回、折戸巡回診療は予約制で月 1 回診療を実施している。大谷

診療所の患者数は 36 人（対前年度比増減なし）、折戸巡回診療は 4 人（対前年度比 10 人減）であった。 

また、介護保険医療の一環である在宅医療は、医師による訪問診察 58 回（対前年度比 24 回増）、

訪問看護 2,548 回（対前年度比 939 回増）及び訪問リハビリ 168 回（対前年度比 39 回増）と、震災後

も高齢者が地域・家庭で安心して暮らすことができるよう医療サービスの提供の努力がされている。 

 

（２）経営成績について 

 本決算年度は、総収益が 33 億 5,998 万円、総費用が 35 億 7,189 万 7 千円で 2 億 1,191 万 8 千円の

純損失が生じ、赤字決算となっている。その主な要因は、令和６年能登半島地震後の急速な人口減少

に伴う入院・外来患者数の大幅な減少とともに、診療材料の増加、経費の増加など診療費用等が大き

く増加したためである。 

経営分析に活用する７指標のうち前年度より改善したのは６指標、悪化したのは１指標と経営は改

善傾向である。具体的には、総収益対総費用比率の指標では前年度より 1.2 ポイント増加した。反面、

企業の支払能力を示す指標では 15.5 ポイント悪化している。 

 

（３）財政状況について 

 財政状況は、資産は 45 億 6,099 万 9 千円（前年度比 8.8％減）、負債は 43 億 5,193 万 7 千円（前年

度比 5.0％減）、資本は 2億 906 万 2 千円（前年度比 50.3％減）である。 

キャッシュ・フロー計算書については、キャッシュ・フローの基本となる業務活動によるキャッシ

ュ・フローは 1 億 8,327 万 7 千円のマイナスで、投資活動によるキャッシュ・フローは 1 億 7,613 万

9 千円のプラスであり、財務活動によるキャッシュ・フローは 3 億 4,363 万 9 千円のマイナスとなっ

た。業務活動で生み出した利益を投資活動や財務活動にまわすのが基本となる。業務活動のキャッシ

ュ・フローがプラスとなる経営努力が求められる。 

 

（４）建設改良について 

令和７年度における建設改良は、営業設備に 7,558 万 5 千円、院内設備更新に 6,640 万 1 千円等で

ある。その内訳は、X 線テレビ装置等の医療器械を整備したほか、卓上遠心機などの備品や患者搬送

車等を購入している。 

医療機器等を適正に効率よく活用し、住民の健康をさらに守るため、医療サービスの提供に努めら

れたい。 

 

 以上が令和７年度病院事業会計の決算審査の概要であるが、自治体病院が公共医療機関としての役

割を果たし、適正な医療サービスを提供していくためには、医師や医療従事者を始めとする職員の安

定確保、医療器械の整備、診療材料及び薬剤の適正管理、そして業務管理の徹底が引き続き求められ

る。 



 

－17－ 

令和６年能登半島地震の影響が緩和され、患者数は徐々に回復しているが、医療スタッフの確保、

病院施設設備・医療機器のさらなる建設改良などの課題がある。これからも様々な経営課題に積極的

に対応し、医療の安全確保や医療水準の向上と患者サービスの充実に努め、地域医療の中核病院とし

てより一層信頼される病院づくりに取り組まれるよう要望する。 
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８　審査資料

（１）業務実績表

　　ア　業務量

1,457,450 ㎥ 100.0 ％ 1,871,130 ㎥ 100.0 ％ △ 413,680 ㎥ △ 22.1 ％

1,063,899 73.0 970,492 51.9 93,407 9.6

836,622 57.4 469,238 25.1 367,384 78.3

227,277 15.6 501,254 26.8 △ 273,977 △ 54.7

393,541 27.0 900,638 48.1 △ 507,097 △ 56.3

4,104 戸 83.7 4,409 戸 84.8 △ 305 戸 △ 6.9

8,803 人 89.0 9,565 人 88.6 △ 762 人 △ 8.0

給水区域内戸数 4,905 戸 100.0 5,200 戸 100.0 △ 295 戸 △ 5.7

給水区域内人口 9,889 人 100.0 10,801 人 100.0 △ 912 人 △ 8.4

 ※ 令和元年度から簡易水道事業を上水道事業に統合している。

　　イ　用途別有収水量

575,083
㎥

68.7
％

327,736
㎥

69.9
％

247,347
㎥

75.5
％

178,596 21.4 94,035 20.0 84,561 89.9

7,697 0.9 3,779 0.8 3,918 103.7

74,338 8.9 42,820 9.1 31,518 73.6

908 0.1 868 0.2 40 4.6

836,622 100.0 469,238 100.0 367,384 78.3

官 公 署
学 校 用

給 水 人 口

数　　量 比　率

比較増減
区　　　　　分

令和７年度 令和６年度

数　　量 構成比率 数　　量 構成比率

備
　
考

有 効 水 量

無 効 水 量

配 水 量

有　収　水　量

無　収　水　量

給 水 戸 数

事 業 用
（ 工 場 用 ）

－45－

数　　量 比　率

そ の 他

一 般 家 庭 用

計

区　　　　　分

営 業 用

比較増減令和７年度 令和６年度

数　　量 構成比率 数　　量 構成比率



（２）予算決算

　　ア　収益的収支

　　　ａ　予算額対照比較（収益・費用）

予算額(円)
構成比率
(％)

予算額(円)
構成比率
(％)

予算額(円)
増減比率

(%)

　ａ　予算収支対照比較

予算額(円)
構成比率
(％)

予算額(円)
構成比率
(％)

予算額(円)
増減比率

(%)

-             -      -              -      

△ 8,307,000

1,325,806,000 100.0 764,272,000 57.6

△ 61.6

22.6

△ 16.0

716,743,000 54.1 1,113,516,000 155.4

3,127,000

51,934,000

令和６年度

67,814,000 32.9

比較増減

△ 330,100,000

-

特 別 損 失 -             -      

507.3124,441,000

511,541,580

100.0

44.8

155,327,000

266,244,000

115,811,420

-             -      -              

776,326,000

85.4

73.7627,626,000

100.0

361,382,000

181,885,000

特 別 利 益 -             -      

46.3

△ 1,889,608,769 △ 59.83,162,211,769

△ 66.2

40.4

比較増減

179,497,000

令和７年度

61.8110,917,000

80.8

19.2

100.0

50.3

240,252,420

25,991,580

-      

337,212,000 53.7

100.0

535,900,000

6.5

△ 148,700,000

計

企 業 債 9.8

100.0

205,800,000

-

出 資 金 43,627,000 2.1

工 事 負 担 金

補 助 金 1,830,259,000 87.6

他会計負担金 801,000 0.0

区　　分

営 業 収 益

営 業 外 収 益

事業収益(計)

収
　
　
　
　
入

支
　
　
　
　
出

290,414,000

令和７年度 令和６年度

営 業 費 用

営 業 外 費 用 4.6

-

536,073,580

95.4

△ 174,691,580

　　イ　資本的収支

49.7

24,532,000

区　　分

627,353,000

148,973,000

事業費用(計)

差　引　額

支
　
　
　
　
出

－46－

817,475,000差　引　額 - - -

建 設 改 良 費 78.5 2,956,052,769

計 1,272,603,000 100.0

△ 1,836,405,769 2,653,880,769

100.0

企業債償還金 273,973,000 21.5 206,159,000

998,630,000 93.5

3.9

0.5 18,102,000 1.4 △ 8,511,000 △ 47.0

△ 1,957,422,769

収
　
　
　
　
入

0.2 △ 2,326,000 △ 74.4

9,591,000

2,090,078,000



　　　ａ　予算額対照比較（収益・費用） 　b　決算額対照比較（収益・費用）（税込み）

決算額(円)
構成比率

(%)
決算/予算
比率（%） 決算額(円)

構成比率
(%)

決算/予算
比率（%） 決算額(円)

増減比率
(%)

 　b　決算収支対照比較

決算額(円)
構成比率

(%)
決算/予算
比率（%） 決算額(円)

構成比率
(%)

決算/予算
比率（%） 決算額(円)

増減比率
(%)

特 別 利 益

工 事 負 担 金

補 助 金

収
　
　
　
　
入

100.0

82.2

区　　分

差　引　額

営 業 外 費 用

619,701,720

事業費用(計)

575,689,398 67.8建 設 改 良 費 2,394,472,121

273,972,702企業債償還金

支
　
　
　
　
出

1,840,349,000

100.0

収
　
　
　
　
入

支
　
　
　
　
出

計 100.0

32.9206,158,494 67,814,20832.2 7.9

△ 76.0

100.0

100.0 △ 1,750,968,515

637,617,000 1,202,732,000

△ 1,818,782,72392.1 81.0

66.8

88.1

337,212,715

△ 88,995,813

148,970,386

区　　分

123.7

98.8 100.0

446,993,942

20.5  

- -              

100.04.624,529,216

△ 52,046,349-

100.0

1,727,230,000 93.9 94.4 454,454,000    71.3  

124,441,170

232,682,351100.0100.0

2.9 122.9 51,934,000 8.1

△ 60,900,000

3,127,000 0.5 100.0 △ 2,326,000

18,102,000 2.8 100.0 △ 8,511,000

63.4  1,272,776,000 280   

-     

507.3

43.4

-     

-55   

△ 47.0

26.1

営 業 費 用 80.6

-

768,672,106 535,989,755100.0 99.0

事業収益(計)

営 業 外 収 益 53.7

40.4

95.4 21.2

147.1267,494,644

比較増減

40.2 61.8営 業 収 益 46.3290,417,229 179,499,298 110,917,931

令和７年度 令和６年度

100.0 100.0

69,718,071

180,636,002

59.8

108,241,181

100.0

令和６年度令和７年度

-

100.0 100.0

511,460,539

19.4

比較増減

△ 141,042,162

627,629,944

- - -             - - -              -     -             

-

－47－

990,686,900 -     -    △ 1,963,013,615 -     -     2,953,700,515 -     差　引　額

△ 67.3

-

特 別 損 失 -             -

企 業 債

△ 74.4

-             -

出 資 金 53,627,000 100.0 1,693,000 3.3

他会計負担金 801,000 0.0 100.0

188.6計 100.0 48.1

849,662,100 2,600,630,615

57.6

9,591,000 0.5 100.0

17.3  110,000,000    2.749,100,000 23.9

100.0



決算額
(円)

構成比率
(%)

決算額
(円)

構成比率
(%)

266,008,113 44.1 163,825,171 47.4 102,182,942

(1)給水収益 234,522,773 38.9 150,756,296 43.6 83,766,477

(2)受託工事収益 13,591,600 2.3 -              -      13,591,600

(3)その他営業収益 13,284,740 2.2 8,524,875 2.5 4,759,865

(4)他会計負担金 4,609,000 0.8 4,544,000 1.3 65,000

337,197,599 55.9 181,879,825 52.6 155,317,774

(1)受取利息及び配当金 -              -      268,572 0.1 △ 268,572

(2)他会計補助金 190,102,000 31.5 115,662,000 33.5 74,440,000

(3)長期前受金戻入 146,858,824 24.3 65,788,618 19.0 81,070,206

(4)その他営業外収益 236,775 0.0 160,635 0.0 76,140

(5)補助金 -              -      -              -      -               

-              -      -              -      -               

(1)その他特別利益 -              -      -              -      -               

603,205,712 100.0 345,704,996 100.0 257,500,716

606,160,462 94.8 502,428,635 95.3 103,731,827

(1)原水及び浄水費 118,421,596 18.5 129,587,670 24.6 △ 11,166,074

(2)配水及び給水費 65,767,172 10.3 51,221,721 9.7 14,545,451

(3)受託工事費 12,356,000 1.9 -              -      12,356,000

(4)業務費 20,655,856 3.2 17,033,057 3.2 3,622,799

(5)一般管理費 17,005,398 2.7 16,611,968 3.1 393,430

(6)減価償却費 371,914,850 58.2 280,209,565 53.1 91,705,285

(7)資産減耗費 -              -      7,708,052 1.5 △ 7,708,052

(8)その他営業費用 39,590 0.0 56,602 0.0 △ 17,012

33,247,663 5.2 24,996,965 4.7 8,250,698

(1)支払利息及び企業債取扱諸費 22,146,382 3.5 24,393,013 4.6 △ 2,246,631

(2)雑支出 11,101,281 1.7 603,952 0.1 10,497,329

-              -      -              -      -               

(1)過年度損益修正損 -              -      -              -      -               

(2)その他特別損失 -              -      -              -      -               

639,408,125 100.0 527,425,600 100.0 111,982,525

△ 36,202,413 -      △ 181,720,604 -      145,518,191

94.3           65.5           28.8P

43.9           32.6           11.3P

－48－

２．営業外費用

当年度純利益(△純損失)(Ａ)-(Ｂ)

 　 総費用（Ｂ）

　　総収益対総費用比率

    営業収益対営業費用比率

３．特別損失

前年度に対する
決算額の増減(円)

令和７年度 令和６年度

科　　　目

 　 総収益（Ａ）

３．特別利益

（３）損益計算書

１．営業収益

２．営業外収益

１．営業費用



決　算　額
(円)

構成比率
(%)

総収益
対比(%)

決　算　額
(円)

構成比率
(%)

総収益
対比(%)

 (1) 給料 16,476,000 2.6 2.7 19,655,400 3.7 3.3

 (2) 手当等 19,800,128 3.1 3.3 24,506,515 4.6 4.1

 (3) 賞与引当金
　　 繰入額

2,167,861 0.3 0.4 2,553,131 0.5 0.4

 (4) 報酬 29,697,982 4.6 4.9 22,354,227 4.2 3.7

 (5) 法定福利費 14,374,281 2.2 2.4 12,207,545 2.3 2.0

 (6) 旅費 955,709 0.1 0.2 660,922 0.1 0.1

 (7) その他引当
　　 金繰入額

435,741 0.1 0.1 508,076 0.1 0.1

計 83,907,702 13.1 14.0 82,445,816 15.6 13.7

22,146,382 3.5 3.7 24,393,013 4.6 4.0

371,914,850 58.2 61.7 280,209,565 53.1 46.5

26,388,439 4.1 4.4 29,961,863 5.7 5.0

44,405,152 6.9 7.4 20,568,617 3.9 3.4

-             -       -       20,531,412 3.9 3.4

13,043,528 2.0 2.2 18,671,615 3.5 3.1

12,356,000 1.9 2.0 -             -       -       

65,246,072 10.2 10.8 50,643,699 9.6 8.4

639,408,125 100.0 106.0 527,425,600 100.0 87.4

（４）総費用構成表

項　　　　目

令和７年度

－49－

合　　計

 5  修繕費

 6  材料費

 7　薬品費

 9　その他

 8  受託工事費

 4  動力費

 3  減価償却費

 2  支払利息及び
　　企業債取扱諸費

1
　
給
　
与
　
費

令和６年度



決　算　額
(円)

構成比率
(%)

決　算　額
(円)

構成比率
(%)

9,098,559,756 82.6 8,946,156,477 91.6

8,342,102,663 75.7 8,171,612,368 83.7

イ 土地 51,888,075 0.5 51,888,075 0.5

ロ 建物 400,167,317 3.6 400,167,317 4.1
固
　
　
定

　 減価償却累計額 △ 271,037,017 △ 2.5 △ 264,240,657 △ 2.7

ハ 構築物 14,580,756,898 132.3 14,291,225,727 146.3

　 減価償却累計額 △ 7,472,903,705 △ 67.8 △ 7,233,457,092 △ 74.0

ニ 機械及び装置 3,191,763,793 29.0 3,038,983,485 31.1

　 減価償却累計額 △ 2,313,044,420 △ 21.0 △ 2,228,311,058 △ 22.8

ホ 車両及び運搬具 28,945,947 0.3 28,945,947 0.3

　 減価償却累計額 △ 12,511,257 △ 0.1 △ 8,888,587 △ 0.1

ヘ 工具器具及び備品 33,413,757 0.3 31,372,757 0.3

　 減価償却累計額 △ 28,083,251 △ 0.3 △ 27,333,068 △ 0.3

ト 建設仮勘定 152,746,526 1.4 91,259,522 1.0

756,457,093 6.9 774,544,109 7.9

イ 小屋ダム使用権 756,457,093 6.9 774,544,109 7.9

1,921,500,933 17.4 822,372,825 8.4

1,740,918,069 15.8 625,375,441 6.4

48,817,551 0.4 99,739,994 1.0

101,965,313 0.9 97,207,390 1.0

29,800,000 0.3 -                 -         

-                 -        50,000 0.0

イ 保管有価証券 -                 -        50,000 0.0

11,020,060,689 100.0 9,768,529,302 100.0

 ２ 流動資産

資　産　合　計

－50－

(2) 無形固定資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

(3) 貯蔵品

令和６年度

(5) その他流動資産

(4) 前払金

（５）貸借対照表

　　ア　借方（資産）

令和７年度

科　　　　　目

(1) 有形固定資産

 １ 固定資産



　　イ　貸方（負債・資本）

決　算　額
(円)

構成比率
(%)

決　算　額
(円)

構成比率
(%)

1,139,235,389 10.3 1,326,307,919 13.6

1,139,235,389 10.3 1,326,307,919 13.6

-                 -        -                 -         

イ 修繕引当金 -                 -        -                 -         

1,207,933,430 11.0 1,219,606,185 12.5

148,872,530 1.4 186,672,702 1.9

446,079,449 4.0 428,458,597 4.4

3,245,128 0.0 3,635,729 0.0

イ 賞与引当金 2,702,021 0.0 3,032,298 0.0

ロ その他引当金 543,107 0.0 603,431 0.0

609,736,323 5.5 600,839,157 6.2

3,419,978,703 31.0 1,987,126,618 20.3

5,565,832,519 50.5 3,986,121,610 40.8

△ 2,150,893,816 △ 19.5 △ 2,004,034,992 △ 20.5

5,040,000 0.0 5,040,000 0.1

5,767,147,522 52.3 4,533,040,722 46.4

5,180,770,312 47.0 5,127,143,312 52.5

5,180,770,312 47.0 5,127,143,312 52.5

72,142,855 0.7 108,345,268 1.1

293,726,292 2.7 293,726,292 3.0

イ 受贈財産評価額 3,442,190 0.0 3,442,190 0.0

ロ 国県補助金 193,770,556 1.8 193,770,556 2.0

ハ 工事負担金 96,513,546 0.9 96,513,546 1.0

△ 221,583,437 △ 2.0 △ 185,381,024 △ 1.9

イ 当年度未処分利益
　 剰余金

△ 221,583,437 △ 2.0 △ 185,381,024 △ 1.9

5,252,913,167 47.7 5,235,488,580 53.6

11,020,060,689 100.0 9,768,529,302 100.0

(1) 資本金

(2) 未払金

負　債　合　計

 ４ 資本金

(3) 引当金

(4) その他流動負債

(3) 建設仮勘定長期前受金

 ３ 繰延収益

(1) 長期前受金

(2) 長期前受金収益化累計額

(1) 企業債

(1) 企業債

 ２ 流動負債

令和７年度

(2) 引当金

 １ 固定負債

科　　　　　目

令和６年度

 ５ 剰余金

－51－

(2) 利益剰余金

資　本　合　計

負 債 資 本 合 計

(1) 資本剰余金



（６）資本的収入が資本的支出に対して不足する額の補てん財源状況

（単位：円）

令和７年度当初残高

Ａ

令和７年度発生高

Ｂ

令和７年度末残高
(翌年度繰越額)

Ａ＋Ｂ－Ｃ

-               -               -               

-               232,764,708 232,764,708     

0 232,764,708 232,764,708     

-               -               -               

-               -               -               

-               -               -               

-               -               -               

-               △ 106,539,822 △ 106,539,822

0 126,224,886 126,224,886

（内訳） 円

円

　長期前受金戻入 円

円

項　　　　目
補てん額

Ｃ

損
益
勘
定
留
保
資
金

 過年度分 -             

 当年度分 -             

計 -             

（注）　当年度分損益勘定留保資金

利
　
益
　
剰
　
余
　
金

 減債積立金 -             

 利益積立金 -             

 建設改良積立金 -             

計 -             

消費税及び地方消費税
資本的収支調整額

合　　　　　計 0

－52－

　減価償却費 371,914,850

　資産減耗費 7,708,052

△ 146,858,824

計 232,764,078



（７）キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

令和７年度 令和６年度 増　減

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 231,395,550 1,057,779,072 △ 826,383,522

当年度純利益（△は純損失） △ 36,202,413 △ 181,720,604 145,518,191

減価償却費 371,914,850 280,209,565 91,705,285

固定資産除却費 -                   7,708,052 △ 7,708,052

退職給付引当金の増減額（△は減少） -                   -                  -                 

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 330,277 353,993 △ 684,270

修繕引当金の増減額（△は減少） -                   -                  -                 

その他引当金の増減額（△は減少） △ 60,324 70,446 △ 130,770

長期前受金戻入額 △ 146,858,824 △ 65,788,618 △ 81,070,206

受取利息及び受取配当金 -                   △ 268,572 268,572

支払利息 22,146,382 24,393,013 △ 2,246,631

未収金の増減額（△は増加） 50,922,443 131,271,368 △ 80,348,925

未払金の増減額（△は減少） 17,620,852 337,300,759 △ 319,679,907

貯蔵品の増減額（△は増加） △ 4,757,923 △ 64,736,422 59,978,499

前払金の増減額（△は増加） △ 29,800,000 26,200,000 △ 56,000,000

その他流動資産の増減額（△は増加） 50,000 -                  50,000

その他流動負債の増減額（△は減少） 8,897,166 586,910,533 △ 578,013,367

小計 253,541,932 1,081,903,513 △ 828,361,581

利息及び配当金の受取額 -                   268,572 △ 268,572

利息の支払額 △ 22,146,382 △ 24,393,013 2,246,631

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 1,055,392,780 △ 1,836,896,418 2,892,289,198

有形固定資産の取得による支出 △ 523,768,129 △ 2,251,868,090 1,728,099,961

無形固定資産の取得による支出 △ 550,000 △ 17,487,873 16,937,873

国庫補助金等による収入 1,570,209,091 413,140,000 1,157,069,091

他会計負担金等による収入 782,727 -                  782,727

工事負担金による収入 8,719,091 19,319,545 △ 10,600,454

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 171,245,702 △ 44,224,494 △ 127,021,208

企業債による収入 49,100,000 110,000,000 -                 

企業債の償還による支出 △ 273,972,702 △ 206,158,494 △ 67,814,208

出資金による収入 53,627,000 51,934,000 1,693,000

1,115,542,628 △ 823,341,840 1,938,884,468

625,375,441 1,448,717,281 △ 823,341,840

1,740,918,069 625,375,441 1,115,542,628

項　　目

－53－

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高



－54－

（　空　　　白　）



（空白） 
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